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(57)【要約】
【課題】難燃性及び高い電気伝導度を有し、高率放電特性に優れた非水電解液及びこれを
用いたリチウムイオン二次電池を提供することを目的とする。
【解決手段】非水電解液が、少なくとも環状カーボネート及び鎖状カーボネートを含む非
水溶媒と支持塩とを含有し、さらに、リン酸トリメチル等のリン酸エステル及びビスホス
ホン酸エステルを含有することを特徴とする。非水溶媒として、ビニレンカーボネートを
さらに含むことが好ましい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも環状カーボネート及び鎖状カーボネートを含む非水溶媒と支持塩とを含有す
る非水電解液であって、さらに、リン酸エステル及びビスホスホン酸エステルを含有する
前記非水電解液。
【請求項２】
　リン酸エステルがリン酸トリメチルであり、ビスホスホン酸エステルがメチレンジホス
ホン酸テトライソプロピル又はメチレンジホスホン酸テトラエチルである請求項１に記載
の非水電解液。
【請求項３】
　鎖状カーボネートがジメチルカーボネートである請求項１又は２に記載の非水電解液。
【請求項４】
　支持塩が、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＳｂＦ６、Ｌ
ｉＣＦ３ＳＯ３及びＬｉＮ（ＳＯ２ＣＦ３）２からなる群から選択される少なくとも１種
類のリチウム塩である請求項１～３のいずれかに記載の非水電解液。
【請求項５】
　非水溶媒としてビニレンカーボネートをさらに含む請求項１～４のいずれかに記載の非
水電解液。
【請求項６】
　リン酸エステルの添加量が、非水溶媒及び支持塩の合計１００重量％に対し１～１５重
量％である請求項１～５のいずれかに記載の非水電解液。
【請求項７】
　ビスホスホン酸エステルの添加量が、非水溶媒及び支持塩の合計１００重量％に対し０
．５～１０重量％である請求項１～６のいずれかに記載の非水電解液。
【請求項８】
　リン酸エステル及びビスホスホン酸エステルの添加量の合計が、非水溶媒及び支持塩の
合計１００重量％に対し１．５～５重量％である請求項１～５のいずれかに記載の非水電
解液。
【請求項９】
　リン酸エステルの添加量が、ビスホスホン酸エステルの添加量以上である請求項１～８
のいずれかに記載の非水電解液。
【請求項１０】
　さらに、ビス（オキサラト）ホウ酸塩、ジフルオロ（オキサラト）ホウ酸塩、トリス（
オキサラト）リン酸塩、ジフルオロ（ビスオキサラト）リン酸塩及びテトラフルオロ（ビ
スオキサラト）リン酸塩からなる群から選択される少なくとも１種類の塩を含む請求項１
～９のいずれかに記載の非水電解液。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の非水電解液を用いたリチウムイオン二次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非水電解液及びこれを用いたリチウムイオン二次電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話、携帯用パソコン等の移動体通信用電源に関して、小型化又は高エネル
ギー密度化の要望がますます高まっている。また、深夜電力の貯蔵用電源、太陽電池や風
力発電と組み合わせた電力貯蔵用電源等の開発も進んでいる。さらに、電気自動車や、電
力を動力の一部に利用したハイブリッド車及びハイブリッド電車の実用化も進んでいる。
【０００３】
　ところで、非水電解液としては、六フッ化リン酸リチウム等の支持塩（電解質）をエチ
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レンカーボネート等の非水溶媒に溶解させたものが広く知られている。これらの非水溶媒
は一般に揮発しやすく、引火性を有する。
【０００４】
　特に、電力貯蔵用電源等の比較的大型のリチウムイオン二次電池用途では、電池容量が
大きいために発熱の問題が大きくなり、それゆえ引火の恐れがない非水電解液の使用が望
まれている。そこで、非水電解液に難燃化剤を配合し、難燃性を付与する研究が精力的に
進められている。
【０００５】
　（特許文献１）には、特定のネオペンチルグリコール系ホスホネート化合物とトリアル
キルホスフェート化合物とを組み合わせた難燃性電解液及びそれを含有する非水電解質二
次電池が開示されている。
【０００６】
　また、（特許文献２）には、リン酸エステル並びにビスホスホン酸エステル及び／又は
ホストン酸エステルを含有する非水系電解液及びそれを用いたリチウム二次電池が開示さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－２２９１７３号公報
【特許文献２】特開２００２－２８００６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、非水電解液に難燃剤を添加する場合においては、十分な難燃性を得るた
め難燃剤の添加量を増加させると、電池の初期容量が低くなる点で改善の余地があった。
また、良好な高率放電特性を維持するためには、電気伝導度の高い電解液系が必要であっ
た。
【０００９】
　そこで、本発明の目的は、難燃性及び高い電気伝導度を有し、高率放電特性に優れた非
水電解液及びこれを用いたリチウムイオン二次電池を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明の非水電解液は、少なくとも環状カーボネート及び鎖
状カーボネートを含む非水溶媒と支持塩とを含有し、さらに、リン酸エステル及びビスホ
スホン酸エステルを含有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、難燃性及び電気伝導度に優れた非水電解液を得ることができ、それに
より高率放電特性の良好なリチウムイオン二次電池を実現することができる。上記した以
外の課題、構成及び効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】充放電試験に用いたテストセルの概略分解図である。
【図２】実施例５のリチウムイオン二次電池を示す部分断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の一実施形態に係る非水電解液及びこれを用いたリチウムイオン二次電池
について説明する。
【００１４】
　非水電解液は、少なくとも環状カーボネート及び鎖状カーボネートを含む非水溶媒と支
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持塩とを含有し、さらに、リン酸エステル及びビスホスホン酸エステルを含有する。
【００１５】
　環状カーボネートとしては、例えば、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート
、ブチレンカーボネート等の単体又はこれらの混合物を用いることができる。
【００１６】
　鎖状カーボネートとしては、エチルメチルカーボネート、メチルプロピルカーボネート
、メチルブチルカーボネート、エチルプロピルカーボネート等の非対称鎖状カーボネート
、及びジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、ジプロピルカーボネート、ジブチ
ルカーボネート等の対称鎖状カーボネートの単体又はこれらの混合物が挙げられる。
【００１７】
　高率放電特性の点から、上記の環状カーボネート及び鎖状カーボネートとしては、特に
エチレンカーボネート及びジメチルカーボネートが好ましく用いられる。また、エチレン
カーボネート等の環状カーボネートとジメチルカーボネート等の鎖状カーボネートとの混
合比率は、特に限定されるものではないが、環状カーボネート及び鎖状カーボネートの合
計１００ｖｏｌ％に対して鎖状カーボネートの比率を２０ｖｏｌ％以上６５ｖｏｌ％以下
とすると非水電解液の引火点を高くできるため好ましい。
【００１８】
　非水溶媒として、さらにビニレンカーボネートを含有させることができる。ビニレンカ
ーボネートを用いることにより、充電時に負極の表面に安定な被膜が形成されると推定さ
れる。この被膜は負極表面での非水電解液の分解を抑制する効果を有する。
【００１９】
　非水電解液におけるビニレンカーボネートの含有量は、環状カーボネート及び鎖状カー
ボネートの合計に対して、０．５～５重量％の範囲とすることが好ましい。ビニレンカー
ボネートの含有量が０．５重量％未満である場合、サイクル特性を向上させる効果が小さ
くなり、また５重量％を超える場合には、ビニレンカーボネートが過剰に分解されて充放
電効率が低下する恐れがある。
【００２０】
　さらに、非水溶媒としてはフッ素化環状カーボネートを含有させることもできる。フッ
素化環状カーボネートを用いることにより、電極の表面に安定な被膜が形成されると推定
される。フッ素化環状カーボネートとしては、例えばフルオロエチレンカーボネート等が
挙げられる。非水電解液におけるフッ素化環状カーボネートの含有量は、非水溶媒及び支
持塩の混合物中０．５～１５ｖｏｌ％の範囲とすることが好ましい。フッ素化環状カーボ
ネートの含有量が０．５ｖｏｌ％未満である場合、サイクル特性を向上させる効果が小さ
くなり、フッ素化環状カーボネートの含有量が１５ｖｏｌ％を超える場合、フッ素化環状
カーボネートが過剰に分解されて充放電効率が低下する恐れがある。
【００２１】
　その他、非水溶媒として、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン等の環状エステル
、テトラヒドロフラン、１、２－ジメトキシエタン、ジメチルスルホキシド、スルホラン
等の単体又は混合物を適宜含有することができる。これらその他の溶媒の含有量は、合計
して非水溶媒及び支持塩の混合物中３０重量％以下とすることが好ましい。
【００２２】
　非水電解液に用いる支持塩としては、例えば、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ４

、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＳｂＦ６、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＮ（ＳＯ２ＣＦ３）２等の単体
又は混合物を用いることができる。その中でも、ＬｉＰＦ６又はＬｉＢＦ４が好ましく、
ＬｉＰＦ６が特に好ましい。また、これらの支持塩の濃度については、特に制限はないが
、環状カーボネート及び環状カーボネートの合計に対して、０．８～２．０ｍｏｌ／ｌの
範囲とすることが好ましい。
【００２３】
　リン酸エステルとしては、リン酸トリメチル、リン酸トリエチル、リン酸トリブチル、
トリフェニルホスフェート、トリクレジルホスフェート、トリキシレニルホスフェート等
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のいずれかを単独で又は混合して用いることができる。さらに、リン酸トリス（２，２，
２－トリフルオロエチル）、リン酸トリス（２，２，３，３－テトラフルオロプロピル）
、リン酸トリス（２，２，３，３，４，４，５，５－オクタフルオロペンチル）等のいず
れかの含フッ素リン酸エステルを単独で又は混合して用いることもできる。なお、本発明
では、概念上この含フッ素リン酸エステルもリン酸エステルに含めることとする。上記の
中でも、リン酸トリメチルが特に好ましく用いられる。
【００２４】
　上記リン酸エステルの添加量は、非水溶媒及び支持塩の合計１００重量％に対し１～１
５重量％であることが好ましく、１～１０重量％であることがさらに好ましい。
【００２５】
　ビスホスホン酸エステルとしては、メチレンジホスホン酸テトライソプロピル、メチレ
ンジホスホン酸テトラエチル、エチレンジホスホン酸テトラエチル、ｐ－キシリレンジホ
スホン酸テトラエチル等のいずれかを単独で又は混合して用いることができる。その中で
も、メチレンジホスホン酸テトライソプロピル又はメチレンジホスホン酸テトラエチルが
特に好ましく用いられる。
【００２６】
　上記ビスホスホン酸エステルの添加量は、非水溶媒及び支持塩の合計１００重量％に対
し０．５～１０重量％であることが好ましく、０．５～８重量％であることがさらに好ま
しい。
【００２７】
　特に、リン酸エステル及びビスホスホン酸エステルの添加量の合計が、非水溶媒及び支
持塩の合計１００重量％に対し１．５～５重量％であることが好ましい。添加量が１．５
重量％より少ない場合には消火性の効果が得られにくい。また、５重量％添加と比較的少
量の添加であってもリン酸エステルとビスホスホン酸エステルを併用することにより、消
火性が良好であるとともに電池特性に及ぼす悪影響が小さいために、サイクル特性やレー
ト特性に優れるという効果がある。さらに、リン酸エステルとビスホスホン酸エステルの
消火性を比較すると、リン酸エステルの方が消化性は良好であるので、リン酸エステルの
添加量をビスホスホン酸エステルの添加量以上とすることが望ましい。
【００２８】
　非水電解液には、上述の各成分に加えて、必要に応じて、ビス（オキサラト）ホウ酸塩
、ジフルオロ（オキサラト）ホウ酸塩、トリス（オキサラト）リン酸塩、ジフルオロ（ビ
スオキサラト）リン酸塩及びテトラフルオロ（ビスオキサラト）リン酸塩からなる群から
選択される少なくとも１種類の塩を添加しても良い。これらの塩を添加することにより、
電極に被膜が形成され、電池性能の向上につながると考えられる。これらの塩の含有量は
、合計して非水電解液中５重量％以下とすることが好ましい。
【００２９】
　また、本発明の要旨を損なわない限りにおいて、非水電解液には、一般に用いられてい
る他の添加剤を任意の比率で添加してもよい。具体例としては、シクロヘキシルベンゼン
、ビフェニル、ｔ－ブチルベンゼン、プロパンサルトン等の過充電防止効果や正極保護効
果を有する化合物が挙げられる。これらの他の添加剤の含有量は、特に限定されるもので
はないが、合計して非水電解液中１０重量％以下とすることが好ましい。
【００３０】
　次に、リチウムイオン二次電池の構成について説明する。
　リチウムイオン二次電池は、前記非水電解液を用いる。その他の構成部材としては、一
般のリチウムイオン二次電池に使用されている負極、正極、セパレータ、容器等を用いる
ことができる。
【００３１】
　リチウムイオン電池を構成する負極に用いる負極活物質としては、リチウムイオンの吸
蔵及び放出をすることができる材料であれば特に限定されない。例えば、人造黒鉛、天然
黒鉛、難黒鉛化炭素類、金属酸化物、金属窒化物、活性炭等が挙げられる。これらはいず
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れかを単独で、もしくは２種以上を混合して用いることができる。
【００３２】
　リチウムイオン電池を構成する正極に用いる正極活物質としては、リチウムイオンの吸
蔵及び放出をすることができる材料であれば特に限定されず、例えばリチウムマンガン酸
化物、リチウムコバルト酸化物、リチウムニッケル酸化物等のリチウム遷移金属複合酸化
物等を挙げることができる。これらはいずれかを単独で、もしくは２種以上を混合して用
いることができる。
【００３３】
　負極及び正極は、上述の正極活物質及び負極活物質を、必要に応じて、それぞれバイン
ダ、増粘剤、導電材、溶媒等と混合して正極合剤スラリー及び負極合剤スラリーを調製し
た後、各々を集電体に塗布して乾燥させ、所望の形状を切り出すこと等により作製するこ
とができる。
【００３４】
　リチウムイオン電池を構成するセパレータとしては、例えば、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン等のポリオレフィンを原料とする多孔性シートや不織布等が使用可能である。
【００３５】
　以上の構成要素を用いて、コイン状、円筒状、角形状、アルミラミネートシート状等の
種々の形状を有するリチウムイオン二次電池を組み立てることができる。
【実施例】
【００３６】
　以下、実施例及び比較例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの
実施例に限定されるものではない。
【００３７】
（実施例１）
　エチレンカーボネート（ＥＣ）及びジメチルカーボネート（ＤＭＣ）の混合溶液（容量
比２：３）に、ビニレンカーボネート（ＶＣ）を０．８重量％、支持塩としてＬｉＰＦ６

を１ｍｏｌ／ｌ溶解させた。ここで、ＶＣ及び支持塩の濃度は、ＥＣとＤＭＣの合計に対
する濃度である（以下、同様）。これに、リン酸エステルとしてリン酸トリメチル（ＴＭ
Ｐ）を２重量％、ビスホスホン酸エステルとしてメチレンジホスホン酸テトライソプロピ
ル（ＴＰＭＤＰ）を２重量％となるように添加し、非水電解液を調製した。なお、リン酸
エステル及びビスホスホン酸エステルの濃度は、非水溶媒（ＥＣ、ＤＭＣ及びＶＣ）と支
持塩の合計を１００重量％としたときの濃度である（以下、同様）。
【００３８】
（燃焼試験）
　上記で得られた非水電解液について、以下の燃焼試験を実施し、難燃性を評価した。ま
ず、ガラス繊維（幅２０ｍｍ×長さ６５ｍｍ）に非水電解液を２ｍｌ浸み込ませ、大気中
にて１０秒間試験炎にさらした後、試験炎を遠ざけ、引火炎の様子を目視により観察し、
消火するまでの時間を測定した。消火時間が１０秒未満の場合を難燃性とし、１０秒以上
の場合を燃焼性とした。
【００３９】
（電気伝導度の測定）
　続いて、東亜電波工業製ＣＭ－３０Ｖを用いて、２５℃における非水電解液の電気伝導
度を測定した。
【００４０】
（リチウムイオン二次電池用負極の充放電試験）
　次に、上記の非水電解液を用いて、黒鉛を負極活物質として試験用セルを作製し、充放
電試験を実施した。負極活物質としては人造黒鉛を用い、バインダとしてはポリフッ化ビ
ニリデンを用いた。まず、Ｎ－メチル－２－ピロリドンに５重量％の割合でバインダを溶
解した溶液を作製した。続いて、この溶液を人造黒鉛に添加して混練し（混練物中、人造
黒鉛の割合は８．６重量％）、Ｎ－メチル－２－ピロリドンをさらに加えて負極合剤スラ
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リーを調製した。この負極合剤スラリーを集電体である銅箔の片面に塗布して乾燥させ、
負極合剤層を形成した。その後、ロールプレス機により圧縮成形し、所定の大きさに切断
してリチウムイオン二次電池用負極を作製した。
【００４１】
　次に、このリチウムイオン二次電池用負極を用いてテストセルを作製した。図１は、測
定に用いたテストセルの概略分解図である。図１において、対極３１、負極合剤層３２及
び参照極３３は、それぞれの間にセパレータ３５を挟み込むことによって絶縁を保持した
状態で積層しており、ＳＵＳ製の治具３６で外側を押さえてある。なお、図１において、
負極合剤層３２と銅箔製の集電体３４とが別々に示されているが、これらは、上述の通り
、一体の部材として負極を構成している。また、負極合剤層３２は、直径１５ｍｍの円板
状としてある。対極３１及び参照極３３は、金属リチウムで形成されている。セパレータ
３５は、厚さ３０μｍのポリエチレン多孔質フィルムである。以上のように構成したテス
トセル３０について、上記の非水電解液を使用し、次の手順によりその初期放電容量特性
及びサイクル特性の評価を行った。
【００４２】
　測定のための充電条件は、定電流定電圧充電とし、電圧値を５ｍＶ、電流値を１ｍＡ（
初期）・３０μＡ（終止）、休止時間を１０分とした。また、放電条件は、電流値を１ｍ
Ａ、カット電圧を１．５Ｖとした。
【００４３】
　初期放電容量特性は、上記条件で充放電を１サイクル行った後に、負極活物質である人
造黒鉛の単位重量当たりの放電容量を算出して評価した。また、サイクル特性としては、
上記条件での充放電を２０サイクル繰り返して行い、１サイクル目の放電容量（初期放電
容量）に対する２０サイクル目の放電容量の比率（２０サイクル目の放電容量／１サイク
ル目の放電容量）を放電容量維持率として算出し評価した。表１にその結果を示す。
【００４４】
（実施例２）
　リン酸トリメチル（ＴＭＰ）を４重量％、メチレンジホスホン酸テトライソプロピル（
ＴＰＭＤＰ）を１重量％となるように添加したこと以外は、実施例１と同様に非水電解液
を調製し、燃焼試験、電気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。その結果を表１に示
す。
【００４５】
　（実施例３）
　リン酸トリメチル（ＴＭＰ）を３重量％、メチレンジホスホン酸テトライソプロピル（
ＴＰＭＤＰ）２重量％となるように添加したこと以外は、実施例１と同様に非水電解液を
調製し、燃焼試験、電気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。その結果を表１に示す
。
【００４６】
（実施例４）
　リン酸トリメチル（ＴＭＰ）を３重量％、メチレンジホスホン酸テトラエチル（ＴＥＭ
ＤＰ）２重量％となるように添加したこと以外は、実施例１と同様に非水電解液を調製し
、燃焼試験、電気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。その結果を表１に示す。
【００４７】
（比較例１）
　リン酸トリメチル（ＴＭＰ）及びメチレンジホスホン酸テトライソプロピル（ＴＰＭＤ
Ｐ）を添加しなかったこと以外は、実施例１と同様に非水電解液を調製し、燃焼試験、電
気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。その結果を表１に示す。
【００４８】
（比較例２）
　エチレンカーボネート（ＥＣ）及びエチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）の混合溶液（
容量比１：２）に、ビニレンカーボネート（ＶＣ）を０．８重量％、ＬｉＰＦ６を１ｍｏ
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ｌ／ｌ溶解させ、この溶液にリン酸トリメチル（ＴＭＰ）を５重量％となるように添加し
て非水電解液を調製したこと以外は、実施例１と同様に非水電解液を調製し、燃焼試験、
電気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。その結果を表１に示す。
【００４９】
（比較例３）
　リン酸トリメチル（ＴＭＰ）を２０重量％となるように添加したこと以外は、比較例１
と同様に非水電解液を調製し、燃焼試験、電気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。
その結果を表１に示す。
【００５０】
（比較例４）
　リン酸トリメチル（ＴＭＰ）を１５重量％となるように添加したこと以外は、比較例１
と同様に非水電解液を調製し、燃焼試験、電気伝導度の測定及び充放電試験を実施した。
その結果を表１に示す。
【００５１】

【表１】

【００５２】
　表１の結果から明らかなように、上記の実施例１～４の非水電解液は、難燃性を有する
とともに、電気伝導度が高く、初期放電容量が高い。さらに、サイクル試験後の容量維持
率も高い値を示した。一方、上記の比較例１～４においては、難燃性、電気伝導度、初期
放電容量及び容量維持率を兼ね備えたものとはなっていない。
【００５３】
（実施例５）
　実施例１の非水電解液及び負極を用いて１８６５０（直径１８ｍｍ×高さ６５ｍｍ）型
リチウムイオン二次電池を作製し、その評価を行った。図２は、リチウムイオン二次電池
の部分断面図である。正極１及び負極２は、これらが直接接触しないようにセパレータ３
を挟み込んだ状態で円筒状に捲回してあり、電極群を形成している。正極１には正極リー
ド７が付設してあり、負極２には負極リード５が付設してある。電極群は、電池缶４に挿
入し、また、電池缶４の底部及び上部には絶縁板９を設置し、電極群が電池缶４と直接接
触しないようにしてある。さらに、電池缶４の内部には、非水電解液が注入してある。な



(9) JP 2012-248311 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

お、電池缶４は、パッキン８を介して蓋部６と絶縁されている。
【００５４】
　本実施例において、正極は以下の方法で作製した。まず、正極活物質であるＬｉＭｎ２

Ｏ４と導電材である黒鉛とを混合し、さらに、バインダ（ポリフッ化ビニリデンをＮ－メ
チル－２－ピロリドンに溶解させた溶液）を加えて混練し、正極合剤スラリーを作製した
。このとき、正極合剤スラリーの固形分中、正極活物質が８８．５重量％、導電材が４．
５重量％、バインダが７重量％となるように調製した。
【００５５】
　この正極合剤スラリーを、集電体であるアルミ箔の片面（表面）に塗布した後、１００
℃で乾燥させた。同様の方法により、アルミ箔の他の片面（裏面）にも正極合剤スラリー
を塗布し、乾燥させて正極合剤層を形成した。そして、ロールプレス機により圧縮成形し
た後、所定の大きさに切断し、電流を取り出すためのアルミニウム箔製の正極リードを溶
接して正極を作製した。
【００５６】
　この正極と実施例１の方法で作製した負極とを、これらが直接接触しないようにセパレ
ータを挟み込んだ状態で円筒状に捲回した後、１８６５０型電池缶に挿入した。続いて、
集電タブと電池缶の蓋部とを接続した後、電池缶の蓋部と電池缶とをレーザー溶接により
溶接して電池を密封した。最後に、電池缶に設けた注液口から非水電解液を注入して１８
６５０型電池（リチウムイオン二次電池）を得た。
【００５７】
　作製したリチウムイオン二次電池の特性の評価は、以下の手順で行った。
　まず、リチウムイオン二次電池を２５℃の恒温槽に入れ、１時間保持した。初期の充放
電は、０．２Ｃの電流で４．２Ｖまで定電流定電圧で充電した後、０．５Ｃの電流で２．
７Ｖまで放電した。その後、０．５Ｃの電流で４．２Ｖまで定電流定電圧で充電し、０．
５Ｃの電流で２．７Ｖまで放電することを３サイクル繰り返した。次に、０．５Ｃの電流
で４．２Ｖまで定電流定電圧で充電し、０．２Ｃの電流で２．７Ｖまで放電したときの放
電容量を初期放電容量とし、０．５Ｃの電流で４．２Ｖまで定電流定電圧で充電し、１．
０Ｃの電流で２．７Ｖまで放電したときの放電容量を高率放電容量とした。初期放電容量
（０．２Ｃ）に対する高率放電容量（１．０Ｃ）の比率（高率放電容量／初期放電容量）
を放電容量比として算出した。その結果、放電容量比は９６％となった。
【００５８】
　なお、ここで「１Ｃ」の充放電レートとは、電池を放電し切った状態から充電する場合
において、１時間で１００％の充電を完了すること、及び電池を充電し切った状態から放
電する場合において、１時間で１００％の放電を完了することをいう。すなわち、充電又
は放電の速さが１時間当たり１００％であることをいう。
【００５９】
（実施例６）
　実施例２の非水電解液を用いたこと以外は、実施例５と同様の方法でリチウムイオン電
池を作製し、その電池性能評価を実施した。その結果、放電容量比は９５％となった。
【００６０】
（実施例７）
　実施例３の非水電解液を用いたこと以外は、実施例５と同様の方法でリチウムイオン電
池を作製し、その電池性能評価を実施した。その結果、放電容量比は９４％となった。
【００６１】
　（実施例８）
　実施例４の非水電解液を用いたこと以外は、実施例５と同様の方法でリチウムイオン電
池を作製し、その電池性能評価を実施した。その結果、放電容量比は９４％となった。
【００６２】
　以上で説明したように、本発明によれば、難燃性の非水電解液と高率放電特性に優れる
リチウムイオン二次電池を得ることができる。このような非水電解液及びこれを用いたリ



(10) JP 2012-248311 A 2012.12.13

10

20

チウムイオン二次電池は、電力貯蔵用電源、電気自動車等の性能向上に寄与するものであ
る。本発明の非水電解液は難燃性を有し、電池の安全性に寄与することから、特に、電池
容量が大きい産業用のリチウムイオン二次電池に用いられることが望ましい。
【００６３】
　なお、本発明は上記した実施形態に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる
。例えば、ある実施形態の構成の一部を他の実施形態の構成に置き換えることが可能であ
り、また、ある実施形態の構成に他の実施形態の構成を加えることが可能である。また、
各実施形態の構成の一部について、他の構成の追加・削除・置換をすることが可能である
。
【符号の説明】
【００６４】
１　正極
２　負極
３　セパレータ
４　電池缶
５　負極リード
６　蓋部
７　正極リード
８　パッキン
９　絶縁板
３０　テストセル
３１　対極
３２　負極合剤層
３３　参照極
３４　集電体
３５　セパレータ
３６　治具



(11) JP 2012-248311 A 2012.12.13

【図１】 【図２】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

